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令和５年９月29日から、「厚生年金保険法施行規則等の一部を改正する省令（令和５年厚生労働省令第

125号）」が施行されました。これにより、厚生年金保険の被保険者資格取得届などについて、個人番号（マイナンバ

ー）の記載を求めることが明確化されました。これを受けて、日本年金機構から、次のようなお知らせがありました。 

厚生年金保険などの被保険者資格取得届にはマイナンバーを必ず記入してください

順 

★採用時において、マイナンバー、基礎年金番号のいずれも確認できない方については、短期在留外国人等を除き、被

保険者資格取得届が返戻される（＝被保険者資格が認められない）ことになりますので、その旨を説明して、必ず提示

してもらうようにしましょう。 

「年収の壁・支援強化パッケージ」を決定 早急に開始へ 

･･････････････【事業主の皆さまへ】「健康保険（船員保険）・厚生年金保険被保険者資格取得届」には 

個人番号（マイナンバー）を必ず記入してください ････････････････ 

･･･････････････････････「年収の壁・支援強化パッケージ」の概要（厚労省の資料）････････････････････ 

いわゆる「年収の壁」への当面の対応策として、令和５年９月27日付けで、「年収の壁・支援強化パッ

ケージ」が決定されました。その概要を確認しておきましょう。 

（次ページへ続く） 

□ 「健康保険（船員保険）・厚生年金保険被保険者資格取得届」には、マイナンバー（基礎年

金番号を有する方は、マイナンバーまたは基礎年金番号）を必ず記入してください。マイナン

バー、基礎年金番号のいずれも記入がない場合は、返戻いたします。 

□ これまでは、基礎年金番号を有する方で、マイナンバー、基礎年金番号のいずれも確認で

きない場合は「健康保険（船員保険）・厚生年金保険被保険者資格取得届」にあわせて「基礎年

金番号通知書再交付申請書」をご提出いただくことで事務処理をしていましたが、令和５年９

月29日以降はマイナンバー、基礎年金番号のいずれも記入がない場合は返戻しています。 

□ なお、短期在留外国人等、マイナンバーも基礎年金番号も有していない方の場合は、引き

続き「資格取得時の本人確認事務」に基づき手続きをお願いします。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 上記にあげた調査結果のほかには、人手不足の対策として、外注の拡大、労働時間・残業時間の増加などがあ

ります。また、人手を確保するための取組として、人事考課・給与制度の見直し、福利厚生の充実など、といっ

た回答もみられます。 

 具体的な人事制度の構築・賃金の支払方法や人手不足の対策についても、お気軽にご相談ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11/ 10 ● 10 月分の源泉所得税・住民税特別徴収税の納付 

11/ 16 ● 所得税予定納税額の減額申請期限（第２期分のみ） 

11/ 30 ● 10 月分健康保険料・厚生年金保険料の納付 

● ９月決算法人の確定申告と納税・2024年 3 月決算法人の中間申告と納税（決算応当日まで） 

● 12 月・翌年３月・６月決算法人の消費税の中間申告（決算応当日まで） 

● 所得税予定納税額の納付（第２期分） 

中小企業の７割近くが人手不足と回答（日商の調査） 

 

 

日本商工会議所から、「人手不足の状況および多様な人材の活躍等に関する調査」の集計結果が公表され

ました（調査期間は令和５年７月18日～８月10日。回答があった3,120社の回答を集計）。 

このうち、人手不足の状況と対策に関する調査結果のポイントを紹介します。 

 

･･････････「人手不足の状況および多様な人材の活躍等に関する調査」のポイント････････ 

★各対応策については、このパッケージに基づき、今後、所要の手続を経た上で、関係者と連携し、着実に進めて

いくこととしています。たとえば、キャリアアップ助成金のコースの新設（社会保険適用時処遇改善コースの新設）

に関する改正省令は、令和５年10月中には、公布・施行される模様です。 

詳細につきましては、改めてお伝えします。 

お仕事 
カレンダー 

11月 
 

★他人事ではない

という事業主様が

多いのではないで

しょうか？人手不

足の対応策につい

ては、お気軽にご

相談ください。 


